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46. 我々は、持続可能な開発の実施は、公的及び民間セクター両方の積極

的関与に依存することを認める。我々は、民間セクターの積極的な参加は、
官民パートナーシップの重要なツールを通じるなどして、持続可能な開発の
達成に寄与し得ると認識する。我々は、企業の社会責任の重要性を考慮に
入れた持続可能な開発イニシアティブを、企業及び産業が前進させることを
可能とするような国の規制及び政策枠組みを支援する。我々は、民間セク
ターに対し、国連グローバルコンパクトによって推進されるような責任ある作
業慣行に従事することを要求する。  

 

47. 我々は、企業の持続可能性の報告の重要性を認めるとともに、必要に

応じて、企業、特に上場企業及び大企業が、報告サイクルへの持続可能性
情報の組み込みを検討することを推奨する。我々は、国連システムの支援
を受けた産業、関係政府、及び関連ステークホルダーが、既存の枠組みで
の経験を考慮するとともに、能力開発を含む途上国のニーズに特別な注意
を払いつつ、必要に応じて、ベストプラクティスのためのモデルを開発し、持
続可能性の報告を組み込むための行動を促進することを推奨する。  
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リオ+20の成果 グリーン経済関連（抜粋） 

60. 我々は、持続可能な開発及び貧困撲滅の文脈におけるグリーン経済

が、天然資源の持続可能性を管理する能力を強化し、より小さな環境への
影響で、資源効率を高め、廃棄物を軽減すると認識する。  
 
61. 我々は、非持続可能な消費及び生産パターンに対する緊急的な行動

が、環境の持続可能性への取り組み、生物多様性及び生態系の保護と持
続可能な使用の推進、天然資源の再生、持続的で包括的且つ衡平な経済
成長の推進において、必須であることを認識する。 
 
62. 我々は、各国が、持続可能な開発及び貧困撲滅の文脈におけるグリー

ン経済の政策の実施を、持続的で包括的且つ衡平な経済成長、及び特に
女性、子供、青少年、貧困層に対する雇用創出を推し進めようと努力するよ
うな形で、考慮することを推奨する。 
 
63. 我々は、社会的、環境的、経済的要因の範囲を評価することの重要性

を認識するとともに、国の状況及び条件が許すならば、それらを意思決定に
組み込むことを推奨する。 
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将来 

現状 

n=34 

5 
（出典）環境省「環境経営等に関する意識調査」、2011年 

金融 



○業種に関わらず、多くの企業が調査機関より「環境経営の取組項目（方針、体制等）」及び「具体的な環境負
荷情報」について情報要請を受けている。 

○要請を受けている多くの項目は複数の調査機関からのものが共通。 

○要請される環境情報に対する有効な施策としては、「質問フォーマットの標準化」が非常に重要または重要と
回答した企業が約８割、次いで「算定基準の統一（業界等）及び」 「環境情報等による開示の有効利用」が挙
げられている。 

調査機関等からの情報要請 
～「環境経営等に関する意識調査」アンケートより～ 

調査機関等から共通的に要請される環境情報 
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ステークホルダー（利害関係者）への対応 

バリューチェーン（サプライチェーン）マネジメントの状況 

経営者のトップコミットメント（誓約） 
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調査機関等から共通的に要請される環境情報に対し有効な取組み 

（出典）環境省「環境経営等に関する意識調査」、2011年 

環境経営調査への
対応 
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環境報告書の普及や質の向上のために必要とされる方策 

（出典）環境省「平成22年環境にやさしい企業行動調査結果（平成22年度における取組に関する調査結果）」2012年 

環境報告書の普及等の方策 

○ 環境報告書の普及や質の向上のために必要とされる方策については、環境報告ガイドラインの改善、環境負
荷データに関するガイドラインの作成などが必要とされている。 

環境報告 
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証券アナリストへの意識調査 

出典：日本証券アナリスト協会 報告書 「企業価値分析におけるＥＳＧ要因」、２０１０年 

金融 
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証券アナリストへの意識調査 

出典：日本証券アナリスト協会 報告書 「企業価値分析におけるＥＳＧ要因」、２０１０年 

金融 



10 出典：日本証券アナリスト協会 報告書 「企業価値分析におけるＥＳＧ要因」、２０１０年 

証券アナリストへの意識調査 
金融 



11 出典：東京証券取引所HP 日本経済応援プロジェクト「＋YOU(プラス・ユー) ～ 一人ひとりがニッポン経済」 

東京証券取引所  ＥＳＧ銘柄インデックス 金融 
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      投融資先環境・社会的取組の評価促進のため国等に期待すること 

n=48 
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（出典）環境省「環境経営等に関する意識調査」、2011年 

金融 

○ 投融資先環境・社会的取組の評価促進のため国等に期待することについては、「評価を盛り込んだ環境配
慮金融への支援」、「評価マニュアルの策定及び研修」、「環境・社会的側面の情報開示に関する制度対
応」、 、「開示システム構築等の情報基盤の整備」の順に重要となっている。 

投融資先環境・社会的取組の評価促進のため国等に期待すること 



ウォルマート／サステナビリティ・コンソーシアム 

○ 製品ライフサイクルに関する全世界の膨大な持続可能性情報の収集・分析を可能にすることを目指しサプ
ライヤーや小売、NGO、政府等が共同して2009年7月に立ち上げ。 

○ アリゾナ州立大学、アーカンソー大学を中心に運営されており、現在、約80のグローバル企業・組織が参
加、各製品セクターにおけるWG等を通じて、持続可能性の測定及び報告システム（SMRS）や関連ITツール
の開発等を実施。 

○ 持続可能性測定は、製品ライフサイクルに関して、複数の環境影響（CO2以外を含む）及び社会影響につ
いても対象。 

○  SMRSは、 LCAを基礎とする製品の持続可能性測定・報告標準で、製品カテゴリ特有の報告すべき影響
エリアや収集データおよび収集方法と報告方法についての基準等が含まれ、2段階（レベル1、レベル2）で実
施。 

VCM 

ホットスポット 
モデル 

ベースライン 
モデル 

持続可能性 
パフォーマンス 
ドライバー 

持続可能性 
パフォーマンス 
指標 

カテゴリ 
持続可能性 
プロファイル 

製品 
持続可能性 
デクラレーション 

１．ホットスポットの理解 ２．情報共有 

３．製品毎の差別化 ４．顧客とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

レベル１ 

SMRS  

・製品カテゴリレベルでの適応 

・ホットスポットの特定 

・製品レベルでの比較は不可 

・情報共有の推進 

・製品レベルでの適応 

・製品カテゴリベースラインに対
して製品の直接比較が可能 

・ベースライン（LCA）モデル＋
PCRに基づく 

（出所）The Sustainability Consortium資料より作成 

レベル２ 

SMRS  

製品カテゴリLCA
（PCLCA） 

製品カテゴリルール
（PCR） 

経済産業省「第2回サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等に関する調査・研究会」資料（2011年、みずほ情報総研作成）を改変。 13 



ＥＣ／環境フットプリント 

○ 欧州委員会（EC: European Commission)の環境総局（DG ENV: Directorate-General Environment）はJRC 
IES（JRC IES :the European Commission’s Joint Research Centre, the Institute for Environment and 
Sustainability）と共に、2011年3月から、CO2以外の指標も考慮した「製品の環境フットプリント」と「組織の環
境フットプリント」に関する方法論の開発を開始。 

○ 現在、「製品の環境フットプリントガイド」は2ndドラフト、「組織の環境フットプリントガイド」は1stドラフトが開
示。 

○ 評価対象の環境影響領域は気候変動を含め以下の14分類が規定。 
○ ドラフトガイドに基づきロードテスト（製品、組織）を実施し、ガイドライン（製品、組織）を作成。パブリックコメ

ントを経て自主的な制度を2012年末、義務的な制度を2013-2014年頃に策定予定。 

VCM 

経済産業省「第3回サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等に関する調査・研究会」資料（2012年）を改変。 

 評価対象の環境影響領域 

14 



○ 仕入先の環境経営を評価する上で国等に期待する施策としては、「グリーン調達を普及拡大する仕組み構
築」、「環境情報の共有のための情報基盤の整備」「主要な環境情報を提供するフォーマットの整備」が６割強
の企業で非常に重要または重要として挙げられた。 

15 

     仕入先への環境経営の評価で国等に期待すること 

（出典）環境省「環境経営等に関する意識調査」、2011年 
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環境情報開示の方向性における論点 

• 環境・経済・社会情報の開示の在り方（制度開示と自主的開示） 
 

• 環境報告の有効活用（環境金融、グリーン購入・調達、年金基金の投資
方針開示など） 
 

• 小規模企業における環境報告の裾野拡大（簡易な環境報告、インセン
ティブ） 
 

• 重要な開示項目に関する比較可能性 
 

• KPI（Key Performance Indicators：主要業績評価指標)の開示促進（業種
別の主要なKPIなど） 
 

• 環境情報の利便性（共通の開示プラットフォーム、ICT利用、フォーマット） 
 

• 信頼性の確保（第三者審査の促進、審査機関の信頼性向上） 
 

• 環境会計情報の利用促進（自然資本のストック評価） 

過去の検討委員会等の報告書を元に作成 


